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要 旨

「統計的連関は因果関係を意味しない」という命題とともに、「他の条件が同じであれば、因果関

係を検出するには、対照ランダム実験が観察研究よりも優れている」ということが、経験分析を行

う人々の間では共通理解をなっている。この論文は、因果性の意味とその効果測定の問題を、経験

的経済分析への適用という視点から、整理展望することを目的とするものである。第 I 部は、実験

的介入、とくに対照ランダム実験による因果効果の立証と対比しながら、計量経済学における因果

性概念を論じる。因果性（原因結果の関係）の成立を判定することは、重い実際的帰結をもたらす

ことが多いため、経験的に観察される同時分布や条件付き分布によるデータ間の連関を調査報告す

ること以上の慎重さが求められる。経験分析を目的として経済現象をモデル化するとき、あらかじ

め理論的に単一のモデルが与えられていて、それ以外の可能性を考える必要がないというケースは

稀である。経済経験分析においては、理論モデルの多様性の上に、使用すべき統計モデルの不確定

さが重畳することは避けられない。統計的推測は、モデルとデータの対の上で行われる。データは

調査・実験から与えられるが、いかなるタイプのモデルにもとづいてデータを分析するかによっ

て、結果として実行される統計的推測、データの解釈、予測に大きな乖離が生じる。経済現象の因

果分析も、原因・結果変数を純粋に取り出して関係を調べることは困難であり、主題となる変数を

取りまく、こうしたモデル多様性を背景として実行することが必要とされる。しかしながら、一方

において、実験的介入に依拠しない観察データにもとづく統計的連関であっても、相関係数のよう

に対称的関係ではなく、方向性が本来的に備わっている連関が存在する。因果分析において、時系

列データがもつ利点は、作用とその効果の間の時間経過をとらえることができることである。因果

関係の方向は時間の矢の方向と整合すると仮定すれば、時間的先行、退行を伴う変数間の統計的連

関の検出は、因果関係の存在の示唆となる。クロスセクション・データはこのような情報をもたら

さない。論文の第Ⅱ部では、時系列モデルに焦点を合わせて、外生性、一方向効果測度、第�系列

効果などのテーマを扱う。

〔キーワード〕因果効果、対照ランダム実験、経済経験分析
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�．はじめに

コウノトリが赤ん坊を運んでくると言われて

いるが、日本周辺のコウノトリの生息数の急激

な減少が、日本人の近年の出生数減少の原因と

なっていると考える人はいないであろう。「経

験的に観察される変数間の連関は、それら変数

の間の因果性（原因結果の関係）を意味すると

は限らない」という命題は、統計学者の意見を

待つまでもなく、当然のこととして受け止めら

れている。

一つの事象の生起がもう一つの事象の生起の

原因になっていると判断することは、訴訟にお

いての責任の追及としても、あるいは疫学的対

応策の採用や経済政策の決定とそれがもたらす

帰結においても、重要な影響をもたらすため、

単なるデータ間の連関の観察報告を超える重さ

がある。このため、統計学においても、複数の

変数の間の同時分布や条件付き分布のあり方を

調査報告することを超えた慎重な考察が求めら

れている。

それでは、一体、事象間のいかなる連関を因

果関係と見なすことができるであろうか？ こ

の問題については、古くは、アリストテレス

が、著書『自然学』において、原因には質料

因、形相因、動力因、目的因の�つがあると記

している。近代に入って、思想家デイヴィッ

ド・ヒュームや経済学者ジョン・S.ミルによ

る因果性の規定があるが、とくにヒュームは経

験的事象の間にいかに規則的な継起が観測され

ても、それは因果的必然を意味しないという主

張をして、論理必然と経験的事実を区別した。

近年の言及としてしばしば引用されるものに、

疫学者ヒルによる因果性の規定がある［Hill

（1965）］。ヒルは、ドールとともに、1950年代

に紙まきタバコの喫煙と肺がんの発症との連関

を定量的に調査したことでよく知られている

［Doll and Hill （1952）］。彼は1965年の論文の

なかで、とくに疫学研究を念頭において、統計

的連関を因果性として認定できるための要件と

して、

⑴ 強い連関 ⑵ 反復調査における一致し

た結果 ⑶ 特定された連関 ⑷ 時間関連

⑸ 服用-反応曲線の顕著な勾配 ⑹ 生物学

的妥当性 ⑺ 諸研究で既知の事実との整合性

⑻ 実験的証拠 ⑼ 類似事例

を挙げている。とくに、要件⑸に関連して、

ドール‐ヒル論文は、入院患者を喫煙本数で分

類したとき、がん患者症例グループと非がん患

者対照グループそれぞれにおける喫煙者のオッ

ズを比較するとがん患者において高く、またこ

のオッズ比が喫煙本数の増加とともに単調に高

くなるという傾向を発見している。

コックス-ワームスは、このヒルの要件を広

い適用性をもつように次のように敷衍してい

る：

⑴ 分析の主題となる連関について先験的な説

明が存在する

⑵ 先験的説明の存在よりは劣るが、主題につ

いて納得のできる回顧的な説明が見出せる

⑶ 顕著に大きい効果が見られる場合には、非

観測交絡要因による代替的説明の可能性は

低い

⑷ 反応変数と説明変数の水準とが、自然な単

調関係にある

⑸ 独立な諸研究において効果が、反復してと

くに異なる形態で、見出される

⑹ 内因（intrinsic）変数との間に大きな相互

作用が存在しない

⑺ 従属性がシステムへの大きな介入の結果で

ある。

コックス等は、こうした条件が満たされる場

合に、統計的従属性は因果性である可能性が高

いとしている、ここで内因変数とは、属性など
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調査単位に内在する特徴を表す変数である

［Cox and Wermuth （2001），p. 70］。また、

因果グラフ経路図（path diagram）との関連か

ら、コックス等は反応変数に関与する変数を、

因果的従属変数、（潜在的）原因変数、内因変

数、説明変数、背景変数、中間変数、という用

語で特徴づけている。

ヒルとコックス等の上述の基準のなかでは取

り上げられていないが、因果性を特徴づける基

準として、統計的連関において、相関係数のよ

うに対称的関係ではなく、第、�節で論じる

ように、本来方向性が備わっている連関が存在

する。とくに時間的前後関係は因果性を認定す

る場合の一つの重要な基準となる。たとえば、

処理が効果に後続する場合は、その処理は原因

とは考えられない。クロスセクッションデータ

を扱う統計モデルでは、しばしば、この時間的

前後関係が明示されない。

この小論は、因果性の意味とその効果測定の

問題を、経験的経済分析への適用という限定さ

れた視点から整理展望することを目的とするも

のであり、著者が独自に導入した概念も第7,8

節で紹介している。統計的因果性については、

これまでに、膨大な数の研究論文や論評が著さ

れていて、とうてい小論の短い文章で要約でき

るものではない。

論文はＩ部、Ⅱ部の�部構成となっていて、

第Ｉ部は：�．はしがき、�．介入と因果効

果、�．経済学と因果性、�．コールズ・コ

ミッション・モデル、�．経済時系列モデル、

の�つの節から成り立っている。後続する第Ⅱ

部は、�．外生性と因果性、．一方向効果の

測定、�．第�系列の存在、�．まとめ、の�

つの節から構成される。

�．介入と因果効果

「連関は因果関係を意味しない」という命題

とともに、「他の条件が同じであれば、因果関

係を検出するには、対照ランダム実験が観察研

究よりも優れている」ということが、経験分析

を行う人々の間では共通理解をなっている。対

照ランダム実験では、基本的には因果効果

（causal effects）の測定は、ある処理（処置）

が適用される実験グループでの効果と対照グ

ループでの比較処理（あるいは無処理）の効果

の比較をもっておこなわれる。そして、これら

のグループをランダム割り振りすることは、処

理以外の要因による作用を処理の作用と確率的

に独立とすることで、効果を純粋に検出する

（あるいは、他の要因を中立化する）ことを可

能にする。すなわち、主題となる処理の因果効

果を孤立化して取り出すことが可能となり、さ

らに、ランダム化が測定値の標準誤差の確率分

布評価を可能とするため、検定が実行可能とな

る。これが、通常、ランダム対照実験の正当と

される理由である。

対照的に、人の介入を伴わない観察研究にお

いては、他の条件一定を実現することが一般に

困難であり、因果効果の検出が難しい。後述す

るように、観察データに多く依拠せざるを得な

い経験的経済分析においては、安定的な因果関

係を検出する作業は、悪戦苦闘の歴史であった

と言っても誇張ではない。

実験を重視する立場では、調査者の介入の結

果として観察される効果のみに因果関係を見出

し、介入としての処理（処置）の効果に因果効

果という用語の使用を限定する。そして、非実

験・観察研究は、対照実験を範型としてそれと

の類似（模擬実験、擬似実験など）と距離から

評価されるべきであると考える。この立場から

は、因果効果が理想的に測定されるのはよく設

計された実験によって観察される処理の効果で

ある。たとえば、�種類の処理があるとして、

処置と非処置とすると、同一単位への処置効果
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と非処置効果の差が真の因果効果である。しか

し、この実験を重視する立場では、観察単位の

属性というような人的介入の余地のない変数

は、原因変数には加えない。たとえば、ある個

人の性別が給与にあたえる効果は、その人が男

である場合と女である場合の給与格差が定義で

きないため、因果関係とはならない。すなわ

ち、調査単位の性別というような内因変数は原

因変数とはならない［たとえば、Holland

（1986）を参照］。

ネイマンは、1923年の論文において、実験設

計と推測を確率論モデルにもとづいて叙述し、

その後、多くの研究者が因果性論議の古典的典

拠としてしばしば引用している［Neyman

（1923）］。論文の中でネイマンは、因果性効果

の検出を、農事試験場の実験を例示として用い

て、説明している。等面積の m区画地に分割

された圃場の実験を議論する。U，U，…，

Uは、それぞれの区画地に作付けされた特定

品種の作物の真の収穫量であるとする。このと

き、平均収穫量は

U=∑



Um

として与えられる。異なる区画地からの収穫量

の差異は、環境条件の差異に帰着される。異な

るν品種が存在し、第 k区画地からの第 i品種

の収穫量は Uとして与えられているものとす

る。すなわち、

U，U，…，U，…，U i=1,2,...,ν

が、第 i品種の潜在的収穫量である。ネイマン

はここで、品種の作付けと収穫を壺からのラン

ダム抽出として確率モデル化する。まず、品種

に対応して ν個の壺を用意する。iで壺の番号

を指すものとする。i番目の壺には、区画の数

に対応する m個の球を入れておく。球にはそ

れぞれの区画における i種の潜在的収穫量のラ

ベルと区画番号のラベルが貼られている。つま

り、i 番目の壺に入っている各ボールには

U，U，…，U，…，Uという表現の一つ

が印されているとする。壺 iから球 Uが抽出

されることは、第 i品種が区画 kに作付され、

収穫量 Uがあったことを意味する。数量

U =∑



Um

は、全圃場における i番目の品種からの収穫量

の真の値である。各球は壺から非復元抽出され

るものと仮定する。さらに、もしある壺から一

つあるいは複数のボールがランダムに抽出され

ると、他の壺すべてから、同じ区画ラベルをも

つボールすべてが取り除かれるものと仮定す

る。すなわち、同一区画地で複数の品種が植え

つ け ら れ る こ と は な い。最 終 目 標 は

U，U，…，Uの比較、あるいは標本にもと

づくこれら真値の推定値の比較である。品種に

よる因果効果は、差 U −U i≠ jとして表現

されるが、異なる iと jが同一区画に適用され

ることがないから、この値は観察できない。

さらに、U の推定値は非復元抽出にもとづ

かざるを得ない。すなわち、平均値としては、

X =∑



Xκを使用する。ここで Xは i番目

の壺からの非復元抽出 k番目の試行の結果で、

κ は i 番目の壺からの抽出数である。Uは潜

在量であり、観察されるとは限らないが、X

は観察量であり、X=Uが成立する、ここ

で j(k) は k 番目に抽出された区画の番号を表

す。品種の違い（原因）の効果は、X −X と

して推定されるが、この差の分散の計算には相

関係数

r=
1m ∑




UU−UU

σσ

の知識が必要とされる。しかし、同じ区画で異

なる品種が試験されることがないため、この推

定値を標本から直接には得ることができない。

ネイマンは、このため便法として論文において

は、r=1を用いることを提案している。
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以上のネイマンによる実験モデルの基本的特

徴は：

⑴ 第 k区画における品種 iの収穫量は、すべ

ての kと iについて、潜在的にあらかじめ

与えられている。品種の割り振りが、結果

としての収穫量に影響を及ぼすことはな

い。すべての区画それぞれにおけるすべて

の品質の潜在的な収穫量は予め与えられて

いて、壺のボールに印されている。壺から

のランダム選択は潜在収穫量を実現させる

だけである。選択偏倚の不在、および、因

果効果と処理割り振りの独立性がモデル化

されている。

⑵ ボールの抽出法から、同一の区画において

は単一の品種のみが割り当てられ、複数の

品種が割り当てられることはない。区画 k

における品種 iと jとの間の因果効果の差

異を

U−U

で定義すると、この実験では、この効果は

観察することができない。これは、標本単

位において、因果効果は観察不可能である

ことを意味する。

⑶ ボールにはあらかじめ、区画と品種から決

定される収穫量が書き込まれている。すな

わち、ここでは、原因が結果に時間的に先

行するなどの、原因と結果の時間性はモデ

ル化されていない。

ここで、⑵の観察不可能性を含む命題は反事

実的（counterfactual）とよばれることがある

［Dawid（2000）を参照］。ネイマンの因果モデ

ルの特徴は、反事実的命題を基本的要素として

含んでいることである。

ネイマンはこの論文において、実験とその結

果の産出を、非母数確率モデルを用いて表現し

ているが、考え方は回帰モデルを使って次のよ

うに言い換えることが可能である。区画地に

は、�から mまでの通し番号が付けられてい

るものとして、jiは品種 iの適用のためラン

ダム抽出された区画の番号であるとする、すな

わち、ji は 1≤ j i≤mを満たすκ個の互いに

異なる番号である。このとき

（2.1） X=∑



βD+ε，

i=1，…，ν，1≤ j i≤m

が成立する。ここでXは第 i品種が抽出され

た第 j i区画において実現した収穫量を表す。

また、β=U であり、さらに Dはダミー変数

であり、k=iならば�、また k≠iならば�と

なる特性関数である。通常の重回帰モデルで

は、植えつけの実施された区画に通し番号

j=1，…，κνをつけて、Yを区画 jの収穫量、

i j によって区画 jに適用された品種番号とす

るとき、品種と収穫量の連関は

（2.2） Y=∑



βD+ε，

j=1，…，κν，1≤i j≤ν

と表現される。しかし、このモデルでは介入が

表 現 で き な い［Rubin（1974）と Holland

（1986）は、回帰モデル（2.1）と（2.2）の違

いを強調した］。

コックス等は実験の有効性を認めた上で、そ

の限界を次のように指摘している：「他の事柄

が同一であるとき、ランダム実験は観察研究よ

りもはるかに好ましいが、それでもときには深

刻な、解釈上の困難がランダム実験に残され

る。とりわけ重要なものは、観察されない説明

変数との可能な相互作用の効果であり、また予

期されない将来の介入…である」［Cox and

Wermuth （2001）］。

�．経済分析と因果性

日常生活では、とくに、望ましくない事態の

発生に際して責任のありかを問うという形で因
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果関係の追及が行われる。科学研究一般におい

ては、事態の発生や現象の継起を、よく定義さ

れた原因結果の連鎖で説明することは、科学的

説明であるための、いわば、叙述の作法となっ

ている。事態の文芸的叙述は、それがいかに現

実感を引き起こしても科学とは認めてもらえな

いのが普通である。

マ ー シ ャ ル は、著 書『経 済 学 原 理』

［Marshall（1930），p.36］において、経済学に

おける因果性を次のように特徴づけて、経済分

析を他の科学分野と同等の地位においている。

「経済学の諸法則は、しばしば、仮説的である

と言われている。あらゆる他の諸科学と同様

に、経済学が研究対象として引き受けているの

は、一定の原因によって生み出される諸効果で

あるが、これは絶対的諸効果ではなく、他の事

柄が等しいという条件の下においてであり、ま

た、諸原因は、それらの効果を邪魔されずに生

み出すことができるという条件のもとに置かれ

ている。ほとんどすべての科学的原則には、注

意深く、そして、とくに正式な叙述において

は、他の事柄は一定であるという但し書きが含

まれていることが見出されている：すなわち、

問題となる原因の作用が孤立化されることが想

定される。一定の結果は、それらの原因に帰着

されるが、それはあくまで明確に許容される原

因以外の原因が入り込むことは許されないとい

う仮説の上に立ってである。」

当時農学研究などでは実験の設計という方法

論が進行していたが、この叙述において、マー

シャルが原因の孤立化を介入実験として経済諸

現象に対して実現できるもの考えていたと解釈

することは難しい。あくまでも理論の枠内での

変数の操作を念頭においていると考えられる。

他方では、引き続く文章でマーシャルは経済の

因果分析が固有にもつ困難を次のように指摘す

る。「しかしながら、諸原因がそれらの結果を

生み出すための時間が許されるという条件が、

経済学においては大いなる困難の源泉であるこ

とは真実である。何故ならば、そうこうするう

ちに、それら原因が働きかける材料が、そし

て、原因そのものまでもが変化してしまってい

るかもしれないからである。経済学が叙述する

諸傾向は、自己自身を十全に発揮するために十

分な長期間を与えられないであろう。」ここで

はマーシャルは因果関係の経験的検証を念頭に

置いているように見える。［イタリックは原著

者による。翻訳のために著者が典拠としている

のは第�版（1920年刊行）のリプリント（1930

年度版）である。］ 前節で取り上げた実験によ

る因果性の検証では、時間の問題には特別な考

慮が示されていない。他方、グレンジャー因果

性では、時間の矢印が考慮されるべき重要な要

素である。

マーシャルの議論と対照するために、ウォル

ドの1956年の論文を取り上げる。ウォルドは、

介入実験による因果分析を、段階を踏んで進ま

ないと食べ物にならないアーティチョーク（朝

鮮アザミ）の料理手順にたとえて、実験におい

て段階的手順を踏んで、因果連関複合を解きほ

ぐしていく過程を、実験的方法のアーティ

チョーク原理とよんで、これを実験的方法の利

点であるとしている［Wold（1956），p.37］。

ウォルドは、要約的に、「最も単純化すると、

因果問題を段階的に処理するための方策として

は：

⑴ 一度には、他の要因は一定にして、一つ

あるいは少数の制御因果要因のみを変化

させる

⑵ ランダム化によって非制御要因の効果を

中立化する

⑶ 制御変数の効果が加法的、線形となるよ

うに準備する

を挙げることができる。」と述べている。ウォ
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ルドの指摘している第�項目はマーシャルの因

果効果の検出と形式的には対応しているが、実

質には、大きな距離がある。ウォルドは実験の

手順を述べているが、マーシャルはモデルの上

での変数の操作を述べているに過ぎない。処理

のランダム割り振りが実行できない観察データ

の場合は、⑵ が実現できないため、たとえば、

回帰モデルにおいて、説明変数と撹乱項との独

立性を仮定することが困難となる。⑶は制御変

数の変化幅を操作できる場合は、それを適度に

小さく設定することで、テーラー展開によって

加法・線形近似が妥当となるが、そうした操作

が出来ない観察研究では、⑶が保証されないた

め、非線形モデルの導入が必要となるかもしれ

ない。実験の場合は、アーティチョーク原理に

よって、因果関連を単純な関係に分解して考察

ことができるが、（経済学を含む）観察研究で

は、このアーティチョーク原理を用いた分解が

できないため、多数の因果関係をふくむ包括的

なモデルを全体として分析対象とせざるを得な

くなる。

経済を対象とした初期の経験因果分析として

は、ユールによる論文『イングランドにおける

生活保護者数変化の原因に関する研究：主とし

て間国勢調査期10年�期間を対象として』を挙

げることができる［Yule（1899）］。論文では、

1871、1881、1891年国勢調査結果をもちいてユ

ニオンと呼ばれる600の区域について10年間の

変化データをクロスセクション分析している。

ユールが使用しているのは

（3.1） ΔPaup=β+βΔOut+βΔOld

+βΔPop+error

という重回帰モデルである。（3.1）式におい

て、Δは各ユニオンにおける10年間の変化率

（パーセント表示）を示し、Paupは生活保護者

数、Outは救貧院外救済受給者数と救貧院収容

者数の比率、Oldは65歳超の人口比率、Popは

人口である。実際の推定のためには、1871-81

年と1881-91年の10年間の変化を、農村、中間

部、都市、大都市の�つにグループ分けされた

区域に対して最小�乗法を適用している。つま

り、�本の回帰式を推定している。たとえば、

1881-91年期の都市グループについて、ユール

が報告しているのは

（3.2） ΔPaup=−16.72+0.344ΔOut

+0.767ΔOld−0.369ΔPop

という推定式とともに、

「回帰式まわりの標準偏差＝16.22、

平均値まわりの標準偏差＝20.92」

として標本変動を付記している。このときには

まだ、推定値の標準誤差の概念は存在しなかっ

た。この回帰式が原因とその効果を識別するこ

とができるかは別にして、論文のタイトルか

ら、ユールは貧困層人口変化の原因の究明を意

図して、回帰分析を用いていることは確かであ

る。

経験的回帰分析を経済分析に組織的に使用し

た研究にティンバーゲンによる景気循環分析が

ある。それまで生物学や農学などでもっぱら使

われていた回帰分析をティンバーゲンは経済関

係の分析に使用した［Tinbergen（1939）］。し

かし、この回帰分析が、よく設計された対照ラ

ンダム実験によって得られたものでなく、生成

過程があいまいな観察（非実験）データである

経済データへの統計的手法の適用である点を、

ケインズは直ちに批判した［Keynes（1939）］。

これがティンバーゲンとケインズとの間の論争

に 発 展 し た［Tinbergen（1940）、Keynes

（1940）］。非実験観察データを用いて検出され

る連関から因果性を推測することにケインズは

懐疑的であった。統計分析にプラグマティック

な価値を見出すティンバーゲンとの対立は、そ

の後現在にいたるまで、経済分析の相容れない

対抗軸であり続けている。
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経済学は、元来、経験科学のはずであるが、

理論をデータで検証することはあまり熱心には

行われていない。人間の主体的・合理的経済行

動についての先入観によって経済現象は解明で

きるという考えがむしろ経済学という学問分野

では根強い。データを表やグラフで示すことが

あっても、それらは（無視しても構わない）記

述的・付録的な役割しか与えられない。経済理

論の立場からは、従来、経済モデルは理論から

導出されるべきであり、計量経済学者がすべき

ことは、単にその経済モデルに含まれる未知母

数をデータから推定することに限定されるべき

と広く考えられてきている［Sutton（2001）を

参照］。この理論研究の立場は、今日、実デー

タへの適合や検定を重要視しないカリブレー

ション法の採用に結実している。

経験分析（empirical analyses）を目的とし

て現象をモデル化するとき、あらかじめ単一の

モデルが与えられていて、それ以外の可能性を

考える必要がないというケースは稀である。経

済理論モデル自体も研究者の数だけのモデルが

ある。正しい理論にもとづいて経験モデルを作

成することに越したことはないが、何が正しい

理論なのかは、見解の分かれるところである。

経済経験分析においては、理論モデルの多様

性の上に、さらに、用いられる統計モデルの多

様性が重畳する。統計モデルは、実際に観測さ

れるデータ系列そのものが生成される過程をモ

デル化したものであり、現実についてわれわれ

があらかじめ十全たる理解をもつことがない以

上、分析に際して、使用すべき統計モデルの不

確定さがつきまとうことは避けられない。統計

的推測は、モデルとデータの対の上で行われ

る。データは調査・実験から与えられるが、モ

デルは通常モデル作成者が選ぶ。いかなるタイ

プのモデルにもとづいてデータを分析するかに

よって、結果として実行される統計的推測、

データの解釈、予測に大きな乖離が生じ得る。

自然科学の諸分野では、因果性に関して、

「経験データの深層構造として、原因から結果

へいたる（中間変数を介在した上で）諸作用の

系列を理論的に想定することができて、統計分

析の役割は、こうした理論的想定を立証するこ

とである」［Cox andWermuth（2001），p.69］

という考え方が支配的であるであると言えよ

う。こうした、データにもとづく因果性の立証

＝検定という統計的推測本来の役割も、経済学

では（ケインズに典型的に見られるように）認

知されないことがしばしばあるように思われ

る。

�．コールズ・コミッション・モデル

経済諸現象を観察データにもとづいて分析す

る方法を体系化し、計量経済学の理論的基礎を

築いたのは、1935年に発足してその後シカゴ大

学を主たる拠点としたコールズ・コミッション

に集まった研究者達である。メンバーの�人で

あるハーベルモーは、経済データに観察される

変動は確率モデルで表現することができ、ま

た、経済諸関係を連立（多変量）回帰式によっ

て有効に表現することができるという基本的な

考え方にもとづいて、経済経験モデル作成とそ

の統計的推測を多変量解析の手法で実行する骨

組みを体系化した［Haavelmo（1944）］。また

メンバーの�人であるマーシャックは、政策効

果の評価に構造方程式モデルを用いることを示

唆した［Marschak（1953）］。コールズ・コ

ミッションの研究プロジェクトは、独自の貢献

として、経済諸関係が構造方程式の中でいかに

して識別されるか、識別可能であるための条件

は何かを定式化し、とくに、過剰識別された構

造方程式の統計的推定法を開発した。こうした

一連の方法論は、その後の経験分析にとっての

研究範型（パラダイム）を与えることになっ
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た。

マクロ経済の経験分析においては、当初、

コールズ・コミッションの範型に従って、同時

（連立）方程式法にもとづく統計的推測法の適

用の有効性が信じられた。1950、60年代におい

て広く世界的に、ケインズのヒックス解釈であ

る IS-LMモデルを具体化するという方向でマ

クロ経済の経験モデルの特定化の作業が活発に

行われ、コールズ・コミッションの多変量解析

手法による経済データ解析が実行された。ケイ

ンズとヒックスは、ともに経済分析に統計学的

手法を用いることに対して、つまり計量経済学

に対して、批判的であった。また IS-LMモデ

ルは必ずしもケインズの考え方を正確に理論化

したものではなかった。したがって、IS-LM

モデルにもとづく計量マクロ経済分析に対する

批判が、その後、ケインズ批判と同等な意味に

取られたことは、研究史における�重のねじれ

である。

1960年代に主流であった同時方程式法による

統計的推測というコールズ・コミッションの研

究プログラムにもとづく経済分析からは独立し

て（あるいは、孤立して）、経済時系列データ

に対して、もともとはコルモゴロフやウィナー

を中心とした研究者たちが開発した定常過程確

率論を用いたスペクトル解析などの時系列統計

解析を適用するという研究プログラムが進行し

ていた［Granger-Hatanaka（1964）を参照］。

1970年中頃になると、コールズ・コミッション

範型に代わる新しい方法の模索の時期に入っ

た。IS-LMマクロモデルと同時方程式法によ

る経験分析の実績（とくに予測）が悪化する。

また同時方程式モデルの実際の作成において必

要な識別条件を満たすために、外生変数が各方

程式にいかに含められるかが便宜的、恣意的に

決定される慣行に対しての批判が起こった［た

とえば、Sims（1980）を参照］。

外的諸条件の変化にもかかわらず安定して普

遍的に成立する経済変数間の関係を検出し利用

することが、経済学の主要な課題である。分析

主題となる経済変数は内生変数（endogenous

variables）、観測可能な外的条件は外生変数

（exogenous variables）とよばれる。p 個の内

生変数に関する因果的仮定と確率的仮定を線形

モデル化しようとする場合には、内生変数を p

-ベクトル y t 、外生変数を q-ベクトル zt 、

A，Bを p×p，p×qの行列であるとして

（4.1） Ay t +Bzt =εt ，t=1，⋯，T

という線形同時（連立）方程式体系が考えられ

る。外生変数 zt は（4.1）の方程式の外部に

おいて決定される変数であり、内生変数 y t 

は（4.1）の連立方程式からその値が定まる。

（4.1） のモデルは構造方程式または構造形

（structural form）とよばれる。行列Aが可逆

であるとき（4.1）の構造方程式は完備である

という。εt は平均�、共分散行列 Ωの確率的

p-ベクトル撹乱項（誤差項）とする。（4.1）

を内生変数 y t について解いた形

（4.2） y t =Φzt +ηt 

を誘導形（reduced form）とよぶ（ここで

Φ=−ABであり、また誘導形撹乱項 ηt の

平均は�、共分散行列は Σ=AΩ A

であ

る。

同時方程式モデルの推定及び検定は、構造形

に対する先験的制約が誘導形母数 Π、Σ にも

たらす制約と誘導形から導出される尤度関数

（またはその代理関数）を基礎として行われる。

同時方程式にもとづく内生変数間の関係の統計

的推測のためには、まず、関係そのものが識別

されなければならず、構造形モデル化における

先験的制約の妥当性を前提としている。この先

験的な制約の妥当性と εt のホワイトノイズ

過程を仮定すると、統計的推測の観点からは、

コールズ・コミッションの同時方程式モデルに
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もとづく分析は多変量回帰分析の特殊な事例に

帰着する。

マーシャルにおける因果性の観点は、経済モ

デルが（4.1）式の形で表現されるとき、一定

の内生変数の値が他の内生、あるいは外生変数

の変動によって、それ以外の変数の値を一定と

したとき、いかに影響を受けるかを問題とす

る。この効果の大きさは（4.1）では係数 Aま

たは B によって決定される。（4.2）のモデル

では、外生変数の変化が内生変数に与える効果

は誘導形係数 Φによって決まる。具体的には、

係数行列 Φの  i，j 要素を Φ、ベクトルy t ，

zt の第 i 要素、第 j 要素をそれぞれ yt ，

zt と表わすとき、外生変数 zt の変化 Δzt 

に対して、（撹乱項を含めて）他の条件を一定

とすると

（4.3） Δyt =ΦΔzt 

として、内生変数yt への因果効果を測ること

ができる。この因果効果は乗数効果とよばれ

る。しかしながら、内生変数間の因果関係をこ

のように測ることはできない。構造係数 Aの

第 i，j列ベクトルをそれぞれ A，Aと表わ

すとき、他の条件を一定とすると、内生変数

yt のyt に対する因果効果は

（4.4） AΔyt +AΔyt =0

という関係から導かれるが、構造形が完備であ

る と す る と、（4.4）が 成 立 す る の は

Δyt =Δyt =0の場合しかない。つまり、構

造方程式（4.1）では、内生変数相互間のマー

シャルの因果性を測定することができない。

いずれにしろ、因果効果は係数が識別されて

始めて測定可能となる。一般に誘導形（4.2）

では係数は識別可能であるが、構造形（4.1）

の各方程式の係数が識別可能であるためには、

係数行列 Aまたは Bに十分な数の制約（たと

えば十分な数の要素が�）が先験的に課されて

いる必要がある。一般に、誘導形から構造形は

一意的に導出されない。言い換えると、構造方

程式が識別されるためには、構造方程式を構成

する各一本一本の方程式に、異なる内生変数と

外生変数が都合よくちりばめられていることが

必要である。しかし、これは経験的な状況で保

証されるわけではない。たとえば需要供給の価

格決定モデルにおいて、需要側、供給側の経済

主体がそれぞれの意思決定において異なる外生

的要因しか考慮しないと仮定することは識別の

ためには好都合であるが不自然である。たとえ

ばブローカーは売り手にもなり得るし、買い手

にもなる。いかなる場合に識別（あるいは過剰

識別）が可能となるかを解明したことはコール

ズ・コミッション研究プロジェクトの貢献であ

るが、実経済データの分析で識別条件を課すこ

とが妥当であるかは疑問のあるところである。

この点、とくにリューは、構造方程式は基本的

に過少識別であると主張している［Lieu

（1960）］。

これに対して、識別について妥当な市場モデ

ルとしては、バーテン-ベッテンドルフによる

魚の価格決定の経験分析を挙げることができる

［Barten and Bettendorf（1989）］。

�．経済時系列モデル

1970年代に入ると、それまでのマクロ計量経

済分析に対してさまざまな批判がわきあがっ

た。各国のマクロ経済予測において、同時方程

式法がよい結果を生まなくなったこと以外に

も、IS-LM モデルにマクロ価格水準の決定を

説明するフィリップス曲線を追加したマクロ経

済モデルがそれまでよく用いられたが、スタグ

フレーションという現象がフィリップス曲線と

矛盾することからこのアプローチが批判された

（フィリップス仮説はそもそもケインズの理論

に含まれていなかったが）。また、計量経済分

析という点からは、系列相関が支配的なマクロ
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時系列データの解析に（比較）静学的均衡を表

現するのに適した同時方程式法を用いることに

は無理があった。この頃から、時系列解析とし

て独立に発展してきた定常過程の理論と統計的

推測法が経済時系列モデル分析に積極的に取り

入れられるようになった。こうして、比較静学

のマクロ計量経済分析＝多変量解析から、経験

的動学分析＝時系列解析への移行が始まった。

コールズ・コミッションが打ち出した研究範

型は、経済経験分析の理論的な明確化へ大いに

貢献したにもかかわらず、実際の経済の動きを

とらえるという点では、成功したとは言えな

い。経済経験分析について、クラインは次のよ

うに回顧している：「1945年シカゴ大学コール

ズ・コミッションに属していたわたしたちは、

改良された統計的方法、とくに同時方程式推定

法の適用が、わたしたちのモデルを質的に向上

するために重要であろうと考えていた。この同

時方程式法の経験を通してわたしたちは研究

テーマについて多くを学んだ。また、いかにモ

デルを解釈すべきかを学んだ。しかしながら、

当時発達していた高級な推測方法を適用した結

果として、予測精度が大きく向上することはな

かった。後年、モデルの推定に対して、大量の

コンピュータ入力を伴う分布ラグを用いるとい

う新しいアプローチの導入が、モデルダイナ

ミックスを把握することに大いに寄与し、予測

の改善に貢献した」［Klein（1981）］。

誘導形（4.2）式の外生変数として先決内生

変数（時間の遅れをもつ内生変数）も含める

と、誘導形は外生変数を含む多変量 AR（自己

回帰）モデルとなる。それは，εt をホワイ

トノイズ過程であるとするとき、

（5.1） y t =∑



Γ  jy t− j+Φzt +εt 

という形式の多変量 AR（VAR）モデルであ

る。さらに撹乱項部分に弱い従属性（depend-

ency）を許容するため、MA 表現を取り入れ

たものが

（5.2） y t =∑



Γ  jy t− j+Φzt +εt 

+∑



Ψ  jεt− j

という形の多変量 ARMA（VARMA）（自己

回帰移動平均）モデルである。最近の研究で

は、マクロ経済予測にとって ARMAモデルが

ARモデルよりも精度が高いという指摘がされ

ている［たとえば、Athanasopoulos and Vahid

（2008）を参照］。モデル（5.1）または（5.2）

によって生成される内生変数 y t について平

均値調整した値 y t −Ey t が定常である場

合は、有限標本にもとづく推定・検定に関して

定常時系列解析の統計的推測理論はほぼそのま

ま適用できる。

ここで誘導形（5.2）に再度構造を導入した

モデルとしては、構造方程式が以下で与えられ

ている場合が考えられる：

（5.3） 
A B

0 I 
y t 

zt 
=∑




Γ j Γ j

Γ j Γ j
y t− j

zt− j+
εt 

εt 
+∑



 
Ψ j Ψ j

0 Ψ j
εt− j

εt− j，
ここで y t− j， j=0，1，⋯，aはp-ベクト

ル、zt− j， j=0，1，⋯，bは q -ベクトル;

Γ j，Ψ j，m，n=1，2， は す べ て

p+q×p+q行列のp対q，p対q分割行列であ

る。また εt− j，εt− j， j=0，⋯，bはそ

れぞれp-ベクトル、q-ベクトルのホワイトノ

イズであり、εt とεt は直交すると仮定する。

このモデルでは、先決変数の生成構造がモデル

化されていることが特徴である。このモデル

は、コールズ・コミッション・モデルと時系列

モデルとの特徴を合成している。ただし、構造

係数行列 Aの識別問題が再び発生する。この
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モデル（5.3）は、ヘックマンの示唆したモデ

ルを若干修正したものである、ヘックマンは、

MA部分を含めておらず、またεt とεt との

直交性を仮定していない［Heckman（2000）］。

経済時系列データに共通して見られる特徴

は、異時点間観測値の間に正の相関があり、長

期的トレンド、中期的循環、季節変動、非系統

的変動といった周波数（周期）を異にする変動

から構成されていることである。ただし循環成

分は正確な確定的周期性（線スペクトル）をも

つわけではなく、また長期的トレンドは差分

Δy t =y t −y t−1［y t としては観測値その

ものであるよりは、その対数変換したものを使

用することが多い］によって除去され、差分過

程 Δy t が定常な系列となる。Δy t が定常

過程であることをモデル化の出発点とすると、

その和過程である y t は確定的トレンド

（deterministic trend）に定常過程が加わった

過程（トレンド定常過程）になるとは限らず、

定常過程の和を含む可能性も出てくる。これは

誘導形（5.1）において、固有方程式

det I−∑



Γ  jz =0

の根として単位根z=1が含まれていることを

意味する。このように単位根が含まれていると

き（5.1）または（5.2）によって生成される過

程を単位根過程（unit-root process）とよばれ

る。単位根過程におけるトレンド部分は確定的

過程ばかりではなく確率トレンド（stochastic

trend）をも含む。ランダムウォークは持続的

な上昇あるいは下降過程を生み出すため、トレ

ンドが含まれているように見える。与えられた

経済時系列データにおけるトレンドが確率的か

確定的かの判別は経済データ解析の基礎的な部

分をなしている.

確率トレンドが生成される典型的な経済メカ

ニズムがある。経済時系列 y t が VARMA

モデル（5.2）によって生成されていると仮定

する。経済量 y t 間に一定の長期的均衡関係

β y t ≡μが成立していて（βは p×r 行列でラ

ンクr、μは p-ベクトル）、経済メカニズムが

働いて y t がこの均衡から乖離するとき、均

衡へ引き戻す力が働き β y t は定常過程

（β y t という関係が動学的に安定している）

となると仮定する。均衡の安定性が β y t の定

常性として表現されるとする（このとき行列 β

の各縦ベクトルを共和分ベクトルとよぶ）。こ

のとき β y t が定常であっても、行列 βが

p×pの非退化行列、すなわちrankβ=p、で

ない限り、y t は単位根過程となる。このと

き、y t は共和分過程（cointegrated process）

とよばれる。この共和分関係を均衡からの乖離

に対する変数の調整メカニズムとして明示した

ものが誤差修正（error correction）モデル

（5.4） Δy t =αβ y t−1+∑



Γ  jΔy t− j

+Φzt +∑



Ψ kεt−k

である。ここで αは p×rのランク rの行列で

ある。モデル（5.3）は構造形と（本来誘導形

である）ARMAモデルを合成したものである

が、モ デ ル（5.4）も ARMA モ デ ル に

β y t ≡μという構造形を含んだモデルとなっ

ていることが特徴である。

共和分 VARモデルの統計的推測理論につい

ては、ヨハンセンが尤度関数にもとづく推定・

検定法を与えている。定常時系列の標準推測理

論では尤度比検定統計量は、漸近的に、χ分布

に従うが、共和分モデルではこれが成立しな

い。（5.4）において、zt =1であり、また

b=0である場合、標本サイズ T の共和分ラン

クr の最大対数尤度をLr と表すとき、対数

尤度比 2Lp−Lr は漸近的に確率変数

tr 



dB·F 




FF du




F dB


と同じ分布に分布収束する。ここで Bは平均
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�の p−r 次元標準ブラウン運動であり、F

はp−r -ベクトル過程であり、

Fu=Bu−



Budu，

i=1，⋯，p+r−1； Fu=u−
1
2

として定義される確率過程である［Johansen

（1991）を参照］。

因果分析において、時系列データがもつ利点

は、作用とその効果の間の時間経過をとらえる

ことができることである。因果関係の方向は時

間の矢の方向と整合すると仮定すれば、時間的

先行、退行を伴う変数間の統計的連関の検出

は、因果関係の存在の示唆となる。クロスセク

ション・データはこのような情報をもたらさな

い。また時系列データからは、長期・短期など

周波数（周期の長さ）の異なる構成要素間の連

関を分析することが可能であるため、因果性に

ついても、たとえば、経済成長率とイールド・

スプレッドの因果関係を長期と短期に分解して

検出することが可能である。また、非定常時系

列である共和分モデルについて第節で叙述す

る一方向効果を測定することには、基本的な困

難はなく、一方向効果測度を統計的に推定・検

定することは可能である［Granger and Lin

（1995）、Hosoya（1997）お よ び Yao and

Hosoya（2000）を参照］。

経済の因果分析は基本的にモデルにもとづい

て行われるが、経済時系列解析において、われ

われが直面する困難は、異なる代替的モデルの

多様性に足をとらわれ易いことである。線形モ

デルにおけるモデルの多様性は説明変数として

何を使うかの問題に限定されているが、非線形

モデルではこれにいかなる非線形関数を用いる

かという底なしの多様性が重層化される。あま

りにも多くのモデルを前にして、われわれはい

かなるモデル群を選択して、用いたらよいかに

ついてその方法論を必要としている。利用可能

なデータが増え、計算技術（とくに計算速度と

記憶容量）が向上することは、それとともに利

用可能なモデルも増加するので、問題の解消に

は繋がらない。必要とされるのは、モデルを比

較する方法論である。開けてしまったパンドラ

の箱は閉じることができない。
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